
別紙様式　　地方創生に資すると考えられる政府関係機関の地方移転に係る提案

② 関係市町村の名称

⑧ 道府県等の提案団体の担当課長　

⑨ 道府県等の担当団体の担当者　※今後、当事務局との連絡を担当する者を記入してください。

※記入にあたっては、「政府関係機関の地方移転に係る道府県等の提案募集要綱」（別添１）を参照してください。また、適宜、参考資料を添付してください。

① 道府県等の提案団体の名称 石川県

金沢市

③　誘致を希望する政府関係機関の名称
※まとまりのある一部分の組織・機能の移転や地方拠点の設置を希望す
る場合はそのことが明確に分かるよう記載してください。 産業技術総合研究所　北陸センターの設置

④　誘致先の予定地
※住所、面積、交通アクセス等当該予定地の現況を記載してください。 地場産業振興ゾーン（石川県金沢市　鞍月２丁目１番地）

　土地　８０，０００㎡
　建物　３５，５００㎡
　東京－金沢間：約２時間３０分　金沢駅より約２０分

※このほか、希望に応じて好適地を探し、紹介できるよう対応

⑥　誘致のための条件整備の案
※少なくとも、以下のことについて、誘致自治体による協力のあり方を含め
た条件整備の案を示してください。
ア　施設の確保等
移転先の施設の確保・設置のための具体的な条件整備の案を示すこと。

イ　職員の居住環境確保への協力
職員の居住環境の確保について、国又は独立行政法人等に協力するこ
と。

ア　施設の確保等
○移転に際して必要となる未利用地については好適地を優先的に提供できるよう対応を検討

→予定地想定：産業振興ゾーンの空き用地など
　　　産業振興ゾーン（金沢市）では、県の工業試験場や、石川産業創出支援機構などが存在する、本県
の産業振興の活動拠点であり、企業からの様々な相談、委託研究などに対応している。また、隣接する
白山市には、ICCなど大型研究開発拠点も存在している。

イ　職員の居住環境の確保への協力
○職員の居住環境の確保に関して、生活支援の相談等への対応を検討する。

⑤　誘致の必要性・効果
※以下のア、イの内容について必ず記載してください。
ア　地方版総合戦略の重要な要素であること。
　　当該地方公共団体の総合戦略の重要な要素と、誘致する機関の業務・
機能とが密接に関連し、総合戦略の目標達成にとって当該機関の移転が
重要な要因となるものであること。また、例えば研究機関の移転であれば、
特定分野の産学官の研究集積又は当該分野の関係産業の集積がなされ
ている等、現状において一定の強みを持つものであること。（併せて地方版
総合戦略の案の該当部分を参考資料として添付してください。）

イ　国の機関としての機能確保
　　当該機関が現在地から当該道府県に移転することにより、国の機関とし
ての機能が確保でき、運用いかんによってはむしろ向上することが期待で
きること。（例えば、移転により当該道府県以外の道府県の利便性が悪化
し、国全体としての機能が低下しないか、移転により現在機能が集積して
いることの強み・メリットを損なうことにならないか等の問題点があったとし
ても、それを上回るだけの移転のメリットがあるか、など。）

ア　地方版総合戦略の重要な要素であること
○いしかわ創生総合戦略（中間とりまとめ案）の基本目標の一つである「多様な人材を惹きつける魅力あ
る雇用の場の創出」を達成するための具体的施策の一つとして、「炭素繊維複合材料等の次世代産業の
創造」を掲げている。

○県内企業の研究開発ニーズに技術シーズを持つ産総研という橋渡し機能の窓口が誘致できれば、研
究開発の促進に繋がる可能性があり、次世代産業の創造が加速することが期待される。

○特に炭素繊維複合材料分野については、新たに本県に設置されることにより、国からも高い評価を受
けている本県の炭素繊維複合材料の研究開発の拠点であるＩＣＣ（革新複合材料研究開発センター）との
研究者間の交流や、互いの強みとなるそれぞれの研究分野で連携するなどのシナジー効果も見込まれ、
同分野の一大加工・生産拠点の形成に弾みがつく。

イ　国の機関としての機能確保
○地方拠点の新設を要望するものであるため、産総研の機能の確保については問題ないと思われる。む
しろ、本県においては企業の新製品・新技術開発のニーズが高く（１，０００社アンケートより）、橋渡しの
窓口が身近に設置されることにより、産総研にとってこれまで関係の薄かった技術力の高い北陸の企業
との連携が容易となり、企業との研究開発の促進が期待される（資金獲得の効果も見込まれる）。

○特に炭素繊維分野においては、機械と繊維産業の集積という本県の特徴を生かせる分野として、平成
２１年に「いしかわ炭素繊維クラスター」を立ち上げ、現在、100社を超える企業が参画している。

○また、昨年６月に開設したＩＣＣでは、航空機や自動車向けの部材から、橋梁や建築等の社会インフラ
まで、炭素繊維の広範な活用を目指した研究開発が本格的にスタートしている。

○さらに、昨年１１月には、成形・加工などの川中企業が集積する北陸地域と、自動車や航空機などの川
下企業が集積する東海地域とが連携し、炭素繊維複合材料の一大生産・加工地域の形成を目指す「東
海・北陸連携コンポジットハイウェイ構想」を立ち上げており、県内企業のみならず、北陸・東海地域の企
業等との研究開発も促進され、今後さらに研究や事業化が加速することが期待されている。

○なお、この炭素繊維分野の取り組みを含む「北陸産業競争力強化戦略」が本年１月、地域の取り組み
を国が集中的に支援する地域再生計画の第１号として認定されている。

○このほか、県としても、全国最大規模となる300億円の「いしかわ次世代産業創造ファンド」を平成２２年
から設置しており（Ｈ２６年に拡充）、その運用益で企業の研究開発を支援する体制があり、炭素繊維分
野の研究にとって好適地である。

※ICC（革新複合材料研究開発センター）：金沢工業大学の研究所で、文部科学省の「革新的イノベーショ
ン創出プログラム」により、炭素繊維複合材料の連続成形やバイオ原料の開発など優れた素材開発にを
テーマに、素材開発から製品化までを行っている。

⑦　その他誘致に当たり解決すべき課題への対応策の案
※上記の他、当該施設の誘致の提案にあたって、解決すべきと考えられる
論点とそれへの対応策を記述してください。

⑧　関係する市町村の意見等
※当該誘致について、関係する市町村の意見等を記述してください。 ○当該機関の設置は、金沢市の地方創生の方向性に合致し、有効なものと考えている。

○金沢市としても、当該機関の設置に向けて、必要な協力をしてまいりたい。

　職  名　・　氏  名 企画課長兼いしかわ創生推進室課長　柚森　直弘　／　産業政策課長　　石山　裕二

　電子メールアドレス

　電話番号（直通） ０７６－２２５－１３１０　／　０７６－２２５－１５１０

　電子メールアドレス

　 職  名　・　氏  名 企画課いしかわ創生推進室　主任主事　西崎　穂　／　産業政策課　専門員　山森　博司

　電話番号（直通） ０７６－２２５－１３１３　／　０７６－２２５－１５１３

minori@pref.ishikawa.lg.jp　／　hiroshi@pref.ishikawa.lg.jp

yumori@pref.ishikawa.lg.jp　／　yishiyam@pref.ishikawa.lg.jp



別紙様式　　地方創生に資すると考えられる政府関係機関の地方移転に係る提案

② 関係市町村の名称

⑧ 道府県等の提案団体の担当課長　

⑨ 道府県等の担当団体の担当者　※今後、当事務局との連絡を担当する者を記入してください。

　電話番号（直通）

企画課いしかわ創生推進室　主任主事　西崎　穂　／　産業政策課　課長補佐　四柳　明人

③　誘致を希望する政府関係機関の名称
※まとまりのある一部分の組織・機能の移転や地方拠点の設置を希望す
る場合はそのことが明確に分かるよう記載してください。

能美市

minori@pref.ishikawa.lg.jp　／　yotsu@pref.ishikawa.lg.jp

企画課長兼いしかわ創生推進室課長　柚森　直弘　／　産業政策課長　　石山　裕二

　電子メールアドレス

　職  名　・　氏  名

　電話番号（直通）

　 職  名　・　氏  名

０７６－２２５－１３１３　／　０７６－２２５－１５１９

yumori@pref.ishikawa.lg.jp　／　yishiyam@pref.ishikawa.lg.jp

情報通信研究機構　本部の移転　［東京都小金井市］

③　誘致を希望する政府関係機関の名称
※まとまりのある一部分の組織・機能の移転や地方拠点の設置を希望す
る場合はそのことが明確に分かるよう記載してください。

ア　施設の確保等
○移転に際して必要となる未利用地については好適地を優先的に提供できるよう対応を検討
　　→予定地想定
　　　　・北陸StarBED技術センターに隣接した研究所用地（造成済）
　　　　　（１０，０００㎡－平面地９，６００㎡、法面４００㎡）のうち適所
　　　　・北陸StarBED技術センター周辺の研究所用地（未造成）
　　　　　（２５９，１００㎡－平面地２１９，３００㎡、法面３９，８００㎡）のうち適所
　　　　・北陸StarBED技術センター周辺の研究開発用施設（クリエイトラボ）の未利用スペース
　　　　　（８６５㎡）のうち適所

イ　職員の居住環境確保への協力
○職員の居住環境の確保に関して、生活支援の相談等への対応を検討

※記入にあたっては、「政府関係機関の地方移転に係る道府県等の提案募集要綱」（別添１）を参照してください。また、適宜、参考資料を添付してください。

石川県

いしかわサイエンスパーク（石川県能美市地内（手取川扇状地に隣接する低丘陵地））
　総面積　約１７５ha
　東京－金沢間：約２時間３０分　金沢駅より約１時間

① 道府県等の提案団体の名称

情報通信研究機構　本部の移転　［東京都小金井市］

石川県

⑧　関係する市町村の意見等
※当該誘致について、関係する市町村の意見等を記述してください。 ○当該機関の設置は、能美市の地方創生の方向性に合致し、有効なものと考えている。

○能美市としても、当該機関の設置に向けて、必要な協力をしてまいりたい。

　電子メールアドレス

④　誘致先の予定地
※住所、面積、交通アクセス等当該予定地の現況を記載してください。

⑦　その他誘致に当たり解決すべき課題への対応策の案
※上記の他、当該施設の誘致の提案にあたって、解決すべきと考えられる
論点とそれへの対応策を記述してください。

０７６－２２５－１３１０　／　０７６－２２５－１５１０

⑥　誘致のための条件整備の案
※少なくとも、以下のことについて、誘致自治体による協力のあり方を含め
た条件整備の案を示してください。
ア　施設の確保等
移転先の施設の確保・設置のための具体的な条件整備の案を示すこと。

イ　職員の居住環境確保への協力
職員の居住環境の確保について、国又は独立行政法人等に協力するこ
と。

⑤　誘致の必要性・効果
※以下のア、イの内容について必ず記載してください。
ア　地方版総合戦略の重要な要素であること。
　　当該地方公共団体の総合戦略の重要な要素と、誘致する機関の業務・
機能とが密接に関連し、総合戦略の目標達成にとって当該機関の移転が
重要な要因となるものであること。また、例えば研究機関の移転であれば、
特定分野の産学官の研究集積又は当該分野の関係産業の集積がなされ
ている等、現状において一定の強みを持つものであること。（併せて地方版
総合戦略の案の該当部分を参考資料として添付してください。）

イ　国の機関としての機能確保
　　当該機関が現在地から当該道府県に移転することにより、国の機関とし
ての機能が確保でき、運用いかんによってはむしろ向上することが期待で
きること。（例えば、移転により当該道府県以外の道府県の利便性が悪化
し、国全体としての機能が低下しないか、移転により現在機能が集積して
いることの強み・メリットを損なうことにならないか等の問題点があったとし
ても、それを上回るだけの移転のメリットがあるか、など。）

ア　地方版総合戦略の重要な要素であること
○いしかわ創生総合戦略（中間とりまとめ案）の基本目標の一つである「多様な人材を惹きつける魅
力ある雇用の場の創出」を達成するための基本的方向の一つとして、「新技術・新製品の開発・販路
開拓支援の強化」を掲げている。当機関の誘致により、能美市のサイエンスパークに立地している北
陸StarBED技術センターとの連携が強化され、県内企業や研究機関等がより速やかに利用でき、当
機関との共同研究の更なる促進やネットワークセキュリティ分野の新技術・新製品の開発が期待さ
れ、そのことによる雇用の場の確保や、社会増減の改善が期待できる。

○北陸StarBED技術センターに隣接する北陸先端科学技術大学院大学において現在下記の連携が
なされており、更なる連携強化の可能性が見込まれる。
　　・ＮＩＣＴの招へい研究員が勤務しており、サイバーセキュリティ等に関する最先端の研究を進めて
いる。
　　・情報通信研究機構と連携した超高速通信をテーマにした連携講座を開設している。
　　・情報ネットワークや情報セキュリティ分野などを研究する情報科学研究科に６６名の教員や
　　 研究員が多数勤務している。
　　・同大学と企業との産学官連携促進を目的とする産学官連携総合推進センターがあり、
　 　企業との共同研究・受託研究等に北陸StarBED技術センターを活用している。

○北陸StarBED技術センターを活用し、ネットワークセキュリティ製品を開発・販売するに至った県内Ｉ
Ｔ企業もある。

○サイエンスパークにはＮＩＣＴが保有するネットワーク基盤「ＪＧＮ－Ｘ」のアクセスポイントもあり、ネッ
トワーク研究開発環境に優位性がある。

イ　国の機関としての機能確保
○NICTの主な業務であるネットワークに関する研究については、場所を問わないものであることから
東京に立地していなければいけない理由は無く、本県へ移転した場合でもその機能を確保できる。
　・NICT本部の下記の研究部門が北陸StarBED技術センターを活用している。
　　ネットワーク研究本部、ネットワークセキュリティ研究所、サイバー攻撃総合研究センター、
　　ソーシャルＩＣＴ推進研究センター

○ＮＩＣＴのサイバーセキュリティ等に関する最先端の研究分野で連携している北陸先端科学技術大
学院大学と隣接することにより、さらなる連携強化が期待される。

○利便性に優れたアクセス環境が存在
　・北陸新幹線金沢開業、小松空港

○サイエンスパークが立地している能美市は、住みよさランキング２０１５で３位になるなど、全国トッ
プクラスの住みやすい場所。



別紙様式　　地方創生に資すると考えられる政府関係機関の地方移転に係る提案

② 関係市町村の名称

⑨ 道府県等の提案団体の担当課長　

⑩ 道府県等の担当団体の担当者　※今後、当事務局との連絡を担当する者を記入してください。

　電話番号（直通） ０７６－２２５－１３１３　／　０７６－２２５－１３７１

　電子メールアドレス minori@pref.ishikawa.lg.jp　／　ume@pref.ishikawa.lg.jp

　電話番号（直通） ０７６－２２５－１３１０　／　０７６－２２５－１３７０

　電子メールアドレス yumori@pref.ishikawa.lg.jp　／　m-sakai@pref.ishikawa.lg.jp

　 職  名　・　氏  名 企画課いしかわ創生推進室　主任主事　西崎　穂　／　文化振興課　課長補佐　梅本　賢一郎

⑦　その他誘致に当たり解決すべき課題への対応策の案
※上記の他、当該施設の誘致の提案にあたって、解決すべきと考えられる
論点とそれへの対応策を記述してください。

⑧　関係する市町村の意見等
※当該誘致について、関係する市町村の意見等を記述してください。 ○当該機関の移転は、金沢市の地方創生の方向性に合致し、有効なものと考えている。

○金沢市としても、当該機関の移転に向けて、必要な協力をしてまいりたい。

　職  名　・　氏  名 企画課長兼いしかわ創生推進室課長　柚森　直弘　／　文化振興課長　酒井　雅洋

④　誘致先の予定地
※住所、面積、交通アクセス等当該予定地の現況を記載してください。

兼六園周辺文化の森周辺
　 ・住所：金沢市出羽町、広坂周辺（別添資料参照）
　 ・特徴：県立美術館やいしかわ赤レンガミュ－ジアムなどの文化施設や歴史的建造物が集中
　 ・交通アクセス：金沢市の都心部に位置し、金沢駅からも金沢市郊外からも公共バスによるアクセ
スが容易

⑤　誘致の必要性・効果
※以下のア、イの内容について必ず記載してください。
ア　地方版総合戦略の重要な要素であること。
　　当該地方公共団体の総合戦略の重要な要素と、誘致する機関の業務・
機能とが密接に関連し、総合戦略の目標達成にとって当該機関の移転が
重要な要因となるものであること。また、例えば研究機関の移転であれば、
特定分野の産学官の研究集積又は当該分野の関係産業の集積がなされ
ている等、現状において一定の強みを持つものであること。（併せて地方版
総合戦略の案の該当部分を参考資料として添付してください。）

イ　国の機関としての機能確保
　　当該機関が現在地から当該道府県に移転することにより、国の機関とし
ての機能が確保でき、運用いかんによってはむしろ向上することが期待で
きること。（例えば、移転により当該道府県以外の道府県の利便性が悪化
し、国全体としての機能が低下しないか、移転により現在機能が集積して
いることの強み・メリットを損なうことにならないか等の問題点があったとし
ても、それを上回るだけの移転のメリットがあるか、など。）

ア　地方版総合戦略の重要な要素であること
○本県は、能楽や邦楽、伝統工芸、茶道など藩政期以来培われてきた加賀百万石の伝統文化が今
も息づき、全国でも、茶道・華道をたしなむ人の割合や県民の美術に対する関心が高く、オーケスト
ラ・アンサンブル金沢に代表される新たな文化も含め、様々な文化が生活の中に浸透している。新た
に「いしかわ文化振興条例」を制定し、全国最大規模となる120億円の「いしかわ県民文化振興基金」
を創設し、本県文化の更なる発展と裾野の拡大に向けて取り組んでいる。

○特に伝統工芸については、輪島塗、山中漆器、加賀友禅、九谷焼、金沢箔など国指定10 品目を含
む全36 品目の伝統的工芸品を有し、質・量ともに「工芸王国石川」と云われている。
　　　→・日本工芸伝統工芸展入選者数　14年連続全国１位（６５．６人／１００万人）
　　　　・日展入選者数　２３年連続全国１位（６９．０人／１００万人）
　　　　・人間国宝（工芸技術保持者）数　全国第１位（７．７６人／１００万人）
　　　　・国指定伝統的工芸品生産額　全国第４位（２６２億円）

○いしかわ創生総合戦略（中間とりまとめ案）では、基本目標の一つ「北陸新幹線金沢開業効果の最
大化と県内各地・各分野への波及」を達成するため、具体的な施策として「石川の優れた文化の活用
と継承・発展」を掲げ、本県の豊かな文化という強みを活用した交流人口の拡大を目指している。平
成２７年３月、東京・金沢間２時間２８分という圧倒的な速達性と大量輸送機能を兼ね備えた北陸新幹
線が金沢まで開業し、本県を訪れる観光客の数も大幅に伸びており、リピーター確保のためにも、更
なる魅力の向上を図る必要がある。

○県都・金沢の中心であり、全国を代表する観光地である兼六園の周辺には、金沢城公園、県立美
術館、しいのき迎賓館、いしかわ赤レンガミュ－ジアム、２１世紀美術館など多くの文化施設や歴史的
建造物が集積し、全国有数の文化ゾーン「兼六周辺文化の森」として親しまれており、東京国立近代
美術館工芸館の同地域への移転は、更なる魅力の向上と大きな相乗効果に繋がる。

○また、県立美術館の収蔵する輪島塗・九谷焼など本県ゆかりの質の高い美術工芸品と、石川伝統
産業工芸館の現代のくらしに生きる伝統工芸品に加え、東京国立近代美術館工芸館の有する明治
以降の日本・海外の最高峰の美術工芸品を一堂に観覧できることとなり、石川県内の伝統工芸の見
学・体験施設との相乗効果により、全国・海外から多くの観光客の来県、交流人口の拡大や、一流の
作品に触れることによる工芸家の質の向上にも繋がる。

イ　国の機関としての機能確保
○北陸新幹線の金沢開業により観光客が増加する中、「兼六園周辺文化の森」に集積している文化
施設や歴史的建造物は、東京に立地する工芸館の年間入館者数（約８万人程度）を大きく上回る集
客を誇り、それらの施設の相乗効果により入館者数の増加が期待される。
　　→主な施設の来場者数
　　　　　兼六園：約１７０万人、金沢城公園：約１００万人、県立美術館：約５０万人、
　　　　　金沢２１世紀美術館：約１５０万人

○「工芸館」のイメージにふさわしい、金沢の都心部の歴史・文化の集積地に立地することは、工芸
館自体のイメージアップ及び宣伝効果にもつながり、工芸の一大集積地として世界に発信すること
で、海外客の増加も期待され、日本全体としてのプラスの効果にも繋がる。

○現在、国立の美術館が無い日本海側への移転により、国による更なる美術文化の発信が強化さ
れ、文化に親しむ環境が提供されるとともに、震災等が生じた場合において、文化財の保護という観
点からリスク分散につながる。

⑥　誘致のための条件整備の案
※少なくとも、以下のことについて、誘致自治体による協力のあり方を含め
た条件整備の案を示してください。
ア　施設の確保等
移転先の施設の確保・設置のための具体的な条件整備の案を示すこと。

イ　職員の居住環境確保への協力
職員の居住環境の確保について、国又は独立行政法人等に協力するこ
と。

ア　施設の確保等
○移転に必要となる未利用地などは、適地を優先的に提供できるよう対応を検討
　
イ　職員の居住環境確保への協力
○職員の居住環境の確保に関して、生活支援の相談等への対応を検討

※記入にあたっては、「政府関係機関の地方移転に係る道府県等の提案募集要綱」（別添１）を参照してください。また、適宜、参考資料を添付してください。

① 道府県等の提案団体の名称 石川県

金沢市

③　誘致を希望する政府関係機関の名称
※まとまりのある一部分の組織・機能の移転や地方拠点の設置を希望す
る場合はそのことが明確に分かるよう記載してください。 東京国立近代美術館工芸館（（独）国立美術館）の移転　［東京都千代田区］



別紙様式　　地方創生に資すると考えられる政府関係機関の地方移転に係る提案

② 関係市町村の名称

⑨ 道府県等の提案団体の担当課長　

⑩ 道府県等の担当団体の担当者　※今後、当事務局との連絡を担当する者を記入してください。

※記入にあたっては、「政府関係機関の地方移転に係る道府県等の提案募集要綱」（別添１）を参照してください。また、適宜、参考資料を添付してください。

① 道府県等の提案団体の名称 石川県

金沢市

③　誘致を希望する政府関係機関の名称
※まとまりのある一部分の組織・機能の移転や地方拠点の設置を希望す
る場合はそのことが明確に分かるよう記載してください。 農林水産研修所 本所の移転　［東京都八王子市］

④　誘致先の予定地
※住所、面積、交通アクセス等当該予定地の現況を記載してください。 石川県農林総合研究センター農業試験場内への移転を軸に検討

　（施設概要）
　住　　   　　所：石川県金沢市才田町戊295-1
　敷  地 面  積：43.5ha（施設用地：6.2ha、試験圃場22.5ha）
　交通アクセス：①JR「金沢駅」からタクシー約20分
　　　　　　　　　　②ＩＲいしかわ鉄道「森本駅」下車後、JRバス「農業試験場行」又はタクシー約10分

※このほか、希望に応じて好適地を探し、紹介できるよう対応

⑥　誘致のための条件整備の案
※少なくとも、以下のことについて、誘致自治体による協力のあり方を含め
た条件整備の案を示してください。
ア　施設の確保等
移転先の施設の確保・設置のための具体的な条件整備の案を示すこと。

イ　職員の居住環境確保への協力
職員の居住環境の確保について、国又は独立行政法人等に協力するこ
と。

ア　施設の確保等
○移転に必要となる未利用地などは、適地を優先的に提供できるよう対応を検討
石川県農林総合研究センター農業試験場内への移転を軸に検討
隣接する農業試験場やその他県内の研究施設(林業試験場、砂丘地農業研究センター、水産総合セ
ンターなど)を研修に活用可

イ　職員の居住環境確保への協力
○職員の居住環境の確保に関して、生活支援の相談等への対応を検討

⑤　誘致の必要性・効果
※以下のア、イの内容について必ず記載してください。
ア　地方版総合戦略の重要な要素であること。
　　当該地方公共団体の総合戦略の重要な要素と、誘致する機関の業務・
機能とが密接に関連し、総合戦略の目標達成にとって当該機関の移転が
重要な要因となるものであること。また、例えば研究機関の移転であれば、
特定分野の産学官の研究集積又は当該分野の関係産業の集積がなされ
ている等、現状において一定の強みを持つものであること。（併せて地方版
総合戦略の案の該当部分を参考資料として添付してください。）

イ　国の機関としての機能確保
　　当該機関が現在地から当該道府県に移転することにより、国の機関とし
ての機能が確保でき、運用いかんによってはむしろ向上することが期待で
きること。（例えば、移転により当該道府県以外の道府県の利便性が悪化
し、国全体としての機能が低下しないか、移転により現在機能が集積して
いることの強み・メリットを損なうことにならないか等の問題点があったとし
ても、それを上回るだけの移転のメリットがあるか、など。）

ア　地方版総合戦略の重要な要素であること
○本県は、日本列島のほぼ中央に位置し、石川の地を北限・南限とする農林水産物（北限：みかん・
たけのこ・アカイカ、南限：りんご・サケ・マス）も存在するなど多種多様な農林水産物が生産されてい
るほか、ルビーロマン（ぶどう）やエアリーフローラ（フリージア）、のとてまり(原木しいたけ)など、他県
にはない優れた品質や特長を有する農林水産物がある。

○また、加賀の大区画ほ場や、能登の中山間地域の棚田など、地域によって多様な形態の農業生産
が行われている。特に「能登の里山里海」は世界農業遺産に日本で初めて認定され、里山地域にお
ける生業づくり等の取組を進めている。

○さらには、参入から定着までの一貫した総合支援を行う「農業参入総合支援プログラム」を創設す
るなど、新たな担い手となる企業や農業法人などを地域内外から積極的に呼び込む取組を進めてい
る。

○いしかわ創生総合戦略（中間とりまとめ案）における基本目標の一つ「農林水産業の成長産業化と
農山漁村地域の振興」を達成するための一つの方向である、直播栽培と耕起から播種までを一台で
行う多機能ブルドーザを組み合わせること等による更なる低コストの水稲生産モデルづくり、未利用と
なっている間伐材等をチップ化しバイオマス燃料として活用するモデルプロジェクトなどの他産業との
連携による農林業の収益性の向上の取り組みや、企業等の農業参入支援、里山里海地域における
生業の創出などを推進することとしており、これらの事例と連携した研修への県・市町・関係団体職員
の参加により、職員の資質の向上、底上げ、ひいては本県農林水産業の活性化が期待できる。
　
○また、いしかわ創生総合戦略（中間とりまとめ案）において、東京一極集中を是正し石川への人の
流れをつくることを基本的な考え方に据えており、移転により全国から研修生が来県し、交流人口の
増加が図られることで実現する。

イ　国の機関としての機能確保
○本県は多様な農林水産業や、他産業との連携による先進的な取り組みなど、農林水産業に関する
研修素材が豊富にあり、移転により、これらを題材とした幅広い内容の現地研修の企画・立案が可能
となり、研修機能の確保及び強化が図られる。

○また、平成２７年３月の北陸新幹線金沢開業により、東京、大阪、名古屋の三大都市圏いずれから
も２時間半の時間距離となっており、新幹線や小松・のと里山空港などを利用して全国の都道府県か
らアクセスできる環境が整えられているほか、のと里山海道など県内の充実した交通網により、研修
所、研修地間の移動も円滑に行えることから、国の研修機関としての機能を確保できる。

⑦　その他誘致に当たり解決すべき課題への対応策の案
※上記の他、当該施設の誘致の提案にあたって、解決すべきと考えられる
論点とそれへの対応策を記述してください。

⑧　関係する市町村の意見等
※当該誘致について、関係する市町村の意見等を記述してください。 ○当該機関の移転は、金沢市の地方創生の方向性に合致し、有効なものと考えている。

○金沢市としても、当該機関の移転に向けて、必要な協力をしてまいりたい。

　職  名　・　氏  名 企画課長兼いしかわ創生推進室課長　柚森　直弘　／　農業政策課長　清水　正雄

　電話番号（直通） ０７６－２２５－１３１３　／　０７６－２２５－１６１２

　電子メールアドレス minori@pref.ishikawa.lg.jp　／　m-koba@pref.ishikawa.lg.jp

　電話番号（直通） ０７６－２２５－１３１０　／　０７６－２２５－１６１０

　電子メールアドレス yumori@pref.ishikawa.lg.jp　／　mshimizu@pref.ishikawa.lg.jp

　 職  名　・　氏  名 企画課いしかわ創生推進室　主任主事　西崎　穂　／　農林水産部企画調整室　専門員　小林　正人



 
○移転に必要となる未利用地などは、適地を優先的に提供できるよう対応
を検討 

○職員の居住環境の確保に関して、生活支援の相談等への対応を検討 

 
○本県の炭素繊維分野の取組みが国から高い評価 
  内閣府から改正地域再生法による第１号の計画認定 
 
○「東海・北陸連携コンポジットハイウェイ構想」に参画 
  材料加工など川中企業の集積する北陸地域と川下企業の集積する東海 
 地域が連携し、炭素繊維分野の一大生産・加工地域の形成を推進 
 
○炭素繊維分野の大型研究開発拠点である革新複合材研究開発センター 
 （ＩＣＣ）の設置 
  国の「革新的イノベーション創出プログラム」における日本海側唯一 
 の研究開発拠点であり、９年間で約１００億円の支援を得て整備 
 
○産学官の連携 
  地域独自では全国最大規模となる３００億円の「いしかわ次世代産業
創造ファンド」により、産学官が連携した研究開発を支援 

 
○利便性に優れたアクセス環境 
  北陸新幹線金沢開業、小松・のと里山空港 

 
○産業振興ゾーン内（金沢市）などを軸に検討 

(独)産業技術総合研究所の北陸センター設置について 

【概要】  
 ○産業技術総合研究所は、我が国最大級の公的研究機関として、 
  日本の産業や社会に役立つ技術の創出とその実用化や、 
  革新的な技術シーズを事業化に繋げるための「橋渡し」機能を担う機関 
 ○全国１０か所に拠点が設置されているが、本州の日本海側にはない 
 ○地域拠点は、企業からの技術相談、委託研究、共同研究などでの連携に 
  応じる重要な窓口 
 ○炭素繊維複合材料の研究を特色とした、産業技術総合研究所の北陸に 
  おける地域拠点（北陸センター）の設置を提案する 

移転における本県の強み 

移転候補地 
条件整備の案 

 
【国・産業技術総合研究所のメリット】 
○空白地域であった北陸地域における拠点の新設により、これまで関係の
薄かった、技術力の高い北陸の企業との連携が容易となり、企業との研
究開発が促進することが期待される。(資金獲得の効果も見込まれる｡) 

○特に炭素繊維分野においては、ＩＣＣとの連携により、県内企業のみな
らず、北陸・東海地域の企業等との研究開発も促進され、研究や事業化
が加速することが期待される。 

 
【本県のメリット】 
○本県に集積するモノづくり企業の新製品・新技術開発のニーズが高く、
橋渡しの窓口が身近に設置されることで研究開発が促進。 

  →県内企業1,000社を対象としたアンケート結果（H25） 
    本県に集積するモノづくり企業のニーズで最も高いのは、 
    新製品・新技術の開発 
○特に炭素繊維分野においては、本県のＩＣＣとのシナジー効果も見込ま
れると同時に、専門人材の集積も期待でき、同分野の一大加工・生産拠
点の形成に弾みがつく。 

移転による効果 

つくば本部・つくばセンター 
          （茨城県） 

北海道センター（北海道） 

東北センター（宮城県） 

関西センター（大阪府） 四国センター（香川県） 
九州センター（佐賀県） 

福島再生可能 
エネルギー研究所（福島県） 

中部センター（愛知県） 

東京本部（東京都）、 
臨界副都心センター（東京都） 

中国センター（広島県） 

炭素繊維複合材料研究を 
特色とした北陸の拠点を 
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NICTから受託したサイバーセキュリ

ティやネットワークに関する最先端
の研究を実施 

国 際 回 線 

北陸先端科学技術大学院大学 

北陸StarBED技術センター 

 
○移転に必要となる未利用地などは、適地を優先的に提供できるよう対応 
 を検討 
○職員の居住環境の確保に関して、生活支援の相談等への対応を検討 

 
○ＮＩＣＴが保有する大規模ネットワーク研究施設である「北陸Ｓｔａｒ 
 ＢＥＤ技術センター」が能美市のいしかわサイエンスパーク内に立地 
  →前身から数えると１０年以上本県に研究開発拠点が設置 
 
 ※北陸ＳｔａｒＢＥＤ技術センター 
    数百万台規模のサーバや通信機器による世界最大規模のネット 
   ワークやサイバーセキュリティ等の実証実験施設 
   
 
 
 
 
 
 
○北陸先端科学技術大学院大学の設置 
  ＮＩＣＴとサイバーセキュリティ等に関する最先端の研究分野で連携 
 
○利便性に優れたアクセス環境 
  北陸新幹線金沢開業、小松・のと里山空港 

 
○いしかわサイエンスパーク内（能美市）への移転 
 ・北陸先端科学技術大学院大学が隣接 
 ・ＮＩＣＴが保有する研究用の専用回線のネットワーク基盤「ＪＧＮ－ 
  Ｘ」のアクセスポイントが存在 

(独)情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）本部の移転について 

【概要】 
 ○情報通信研究機構は、情報通信分野を専門とする唯一の公的研究機関として、 
  豊かで安心・安全な社会の実現や我が国の経済成長の原動力である情報通信技術 
  （ＩＣＴ）の研究開発を推進するとともに、情報通信事業の振興業務を行う機関 
 
 ○情報通信研究機構の本部機能の移転を提案する。 

移転における本県の強み 

移転候補地 

条件整備の案 

ＮＩＣＴ本部（東京都小金井市） 

 
【国・情報通信研究機構本部のメリット】 
○サイバーセキュリティ等に関する最先端の研究分野で連携している 
 北陸先端科学技術大学院大学と隣接することにより、更なる連携 
 強化が期待される。 
 
【本県のメリット】 
○県内企業や県内大学との連携が強化され、共同研究の更なる促進が期待 
 される。 
○ネットワークセキュリティ分野においては、新技術・新製品開発の更な 
 る促進が期待される。 
   

移転による効果 

（北陸ＳｔａｒＢＥＤ技術センター） 
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○移転に必要となる未利用地などは、適地を優先的に提供できるよう対応
を検討 

○職員の居住環境の確保に関して、生活支援の相談等への対応を検討 

 
○工芸王国・石川、豊かな文化の土壌 
 ・日本伝統工芸展入選者数 14年連続全国第１位（65.5人/100万人:H26） 
 ・日展入選者数      23年連続全国第１位（69.0人/100万人:H26） 
 ・人間国宝（工芸技術保持者）数  全国第１位（7.76人/100万人:H26） 
 ・国指定伝統的工芸品生産額    全国第４位（262億円:H24） 
 
○文化振興に注力 
  いしかわ文化振興条例の制定及び全国最大１２０ 
  億円で創設した「いしかわ県民文化振興基金」に 
  よる支援など 
 
○利便性に優れたアクセス環境 
 ・北陸新幹線金沢開業（伝統工芸品で彩られた金沢駅） 
 ・小松・のと里山空港 

 
○兼六園周辺文化の森（金沢市）周辺を軸に検討 
  ・美術館や博物館など文化施設が集中 

(独)国立美術館の東京国立近代美術館工芸館の移転について 

【概要】  
 ○東京国立近代美術館工芸館は、陶磁器、漆工、木工、竹工、染織、金工など 
  近現代の工芸作品等を展示紹介する東京国立近代美術館の分館として開館。 
  （独立行政法人国立美術館が運営） 
 
 ○明治以降の日本と外国の工芸作品など総数約3,300点が収蔵されており、 
  特に多様な展開を見せた戦後の作品に重点がおかれているが、 
  なかでも人間国宝の工芸家の作品について、極めて充実した内容となっている。 
 
 ○東京国立近代美術館工芸館の移転を提案する。 

移転における本県の強み 

移転候補地 条件整備の案 

東京国立近代美術館工芸館（東京都千代田区） 

京都国立近代美術館（京都府） 

国立国際美術館（大阪府） 

国立西洋美術館（東京都） 

東京国立近代美術館 
・工芸館（東京都） 

国立新美術館（東京都） 九谷焼 

輪島塗 加賀友禅 
新幹線金沢駅待合室「百工の間」の壁面には、 
30品目236点の伝統工芸品が納められている 

兼六園 

 
【国・(独)国立美術館のメリット】 
○兼六園周辺文化の森の各施設との相乗効果による入館者数（現在約８万
人）の増加が期待される。 

 →（主な施設の来場者数）兼六園：約200万人、金沢城公園：約140万人、 
   県立美術館：約40万人、金沢21世紀美術館：約180万人、 
   県立伝統産業工芸館：約10万人 
 
○工芸館のイメージにふさわしい環境（金沢都心部の 
 歴史・文化の集積地）に立地することによる 
 イメージアップ及び宣伝効果が期待される。 
 
○国立の美術館は日本海側にはなく、 
 更なる美術文化の発信が強化されるとともに、 
 震災等へのリスク分散につながる。 
 
【本県のメリット】 
○本県の工芸の更なる発展及び情報発信につながる。 
 
○県立美術館（本県ゆかりの質の高い美術工芸品を収蔵）等との連携に 
 よる相乗効果が期待される。 
 
○全国から観光客等が来県することにより、交流人口の拡大が図られる。 

移転による効果 

3 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&frm=1&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0CAcQjRxqFQoTCOWt58nbuccCFeUapgodnloH9A&url=http://www.sftokiwakai.ac.jp/wds/C101005/kenrokuen.html&ei=qNvWVeW5JuW1mAWetZ2gDw&psig=AFQjCNH3z6kZSGPytAY1AlkQSDaUuFrddA&ust=1440230692881334


 
○移転に必要となる未利用地などは、適地を優先的に提供できるよう対応 
 を検討 
○職員の居住環境の確保に関して、生活支援の相談等への対応を検討 
 

 
○多様な農林水産業 
・日本のほぼ中央に位置し北方から南方の様々な作物を生産     
  → 例：みかんの北限、りんごの南限 
 
・加賀の大区画ほ場、能登の中山間地域の棚田などで多様な農業生産 
 
・他県にはない特長を持った農林水産物が多数 
 

○農林分野の先進的な取組事例 
・他産業との連携による収益性向上の取り組み 
 
・企業等の農業参入に向け、農地の斡旋から人材確保、 
 経営支援を一貫して行う「農業参入総合支援プログラム」 
 
・日本で最初に世界農業遺産に認定された「能登の里山里海」 
 における生業の創出等 
 

○利便性に優れたアクセス環境 
・北陸新幹線金沢開業、小松・のと里山空港 
・３大都市圏からいずれも約２時間半の時間距離 
・「のと里山海道」など充実した交通網により県内の移動が円滑 

 
 
【国のメリット】 
○本県は他県にはない、多様な農林水産業、先進的な取組事 
 例など研修素材が豊富にあり、県内での現地研修により、 
 研修機能の強化が図られる。 
 
【本県のメリット】 
○県・市町・ＪＡ等関係団体職員の研修への受講増加が見込 
 まれ、職員資質の向上、底上げ、ひいては本県農林水産業 
 の活性化が期待できる。 
 
○全国から研修生が来県することにより交流人口の増加が図 
 られる。 

農林水産研修所（本所）の移転について 

【概要】 
 ○農林水産研修所は、農林水産省の職員並びに農林水産省の所掌に係る事項を 
      担当する地方公共団体及びこれに準ずる団体職員に対して、その職務に必要な 
  研修を行う機関 
 ○現在、座学的な研修を実施している本所（八王子市）の移転及び機能強化 
  （現地研修）を提案する 

移転候補地 

移転における本県の強み 移転による効果 

白米千枚田 

農林水産研修所(東京都八王子市) 

条件整備の案 

白米千枚田 コマツ等と開発中の多機能ブル 
エアリーフローラ 

○石川県農林総合研究センター農業試験場内(金沢市)への移転を軸に検討 
○隣接する農業試験場やその他県内の研究施設(林業試験場、砂丘地農業研
究センター、水産総合センターなど)を研修に活用可 

ルビーロマン 
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